
平成24年4月1日から平成24年9月30日まで
第50期上半期報告書
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株主の皆様へ

株主の皆様には平素より格別のご高配を賜り厚

くお礼申しあげます。

ここに当社第50期上半期（平成24年4月1日から

平成24年9月30日）における営業の概況ならびに

決算の内容等につきましてご報告申しあげます。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一

層のご理解とご支援を賜りますよう、お願い申し

あげます。

● 営業の概況
当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要に支えられ回復

を続けてきましたが、海外経済の減速を受け、足踏み状態となっています。設備投資についても、

毀損した生産設備の復旧が押し上げ要因となる一方で、期待成長率の低下などからそのペースは

緩やかにとどまっています。ビルメンテナンス業界においては、引き続き施設の維持管理コスト

の見直し意識が強く厳しい環境が続いております。このような経営環境の中、当社グループにお

いては、サービスを提供する現場でのお客様との接点を最重要視し、当社のノウハウを活かした

設備診断、ソリューション提案、省エネや省コスト提案を通じてお客様の求める潜在的ニーズの

掘り起こしにつとめ、新規物件の獲得や既存契約の維持に取り組んでまいりました。当第2四半期

連結累計期間の売上高は162億18百万円（前年同期比2.1%増）となりました。利益面につきましては、

営業利益は2億69百万円（同 39.4%減）、経常利益は3億20百万円（同 35.5%減）、四半期純利益

は1億30百万円（同 44.1%減）となりました。

代表取締役社長    橋本　東海男
平成24年11月

For Stockholders
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トップインタビュー Top Interview

当第2四半期連結累計期間の業績について教えてください。

売上高は前年同期比で102.1％と微増となりました。メンテナンスサービス売上高が大
型病院等の年間契約業務を新規受注したことにより、前年同期比で104.5％と順調に推移
いたしました。一方で、リニューアル工事は東日本大震災の発生に伴う完成時期のずれ込
みの影響を受けた前年同期を下回り、売上高全体の伸びを押しとどめることとなりました。

利益面では厳しい受注環境の影響により、売上総利益率が前年同期比で1.2ポイント低
下いたしました。また、9月に竣工した東京新社屋関連費用（販管費）や投資有価証券評価
損（特別損失）の計上なども重なり、営業利益、経常利益、四半期純利益は前々期からの
ずれ込み分が含まれた前年同期を大幅に下回る結果となりました。

A

Q1

1株当たり四半期純利益

15.19円
（前年同期比  11.98円減・44.1%減）

1株当たり純資産

1,156.95円
（前期末比  5.28円減・0.5%減）

当第2四半期連結業績ハイライト

売上高

16,218百万円
（前年同期比  330百万円増・2.1%増）

営業利益

269百万円
（前年同期比  174百万円減・39.4%減）

メンテナンスサービス売上高 536百万円増・4.5%増
リニューアル工事完成工事高  206百万円減・5.2%減

売上総利益  138百万円減・5.2%減
販管費   　　 36百万円増・1.7%増

経常利益

320百万円
（前年同期比  176百万円減・35.5%減）

四半期純利益

130百万円
（前年同期比  103百万円減・44.1%減）

主に営業利益の減少による主に営業利益の減少による
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中期3ヵ年経営計画の現状について教えてください。

当社グループでは平成13年より中期3ヵ年経営計画をローリングさせながら毎年更新し、
常に3年先を見据えて経営に取り組んでまいりました。しかしながら、平成23年3月11日
に発生した東日本大震災の影響もあり、昨年は計画の策定を見送りました。今期につきま
しては平成25年3月期を最終年度とした「2010中期3ヵ年経営計画」の重点政策を踏襲し
つつ事業展開しております。

なお、現在新たに中期的な経営計画を策定中であり、まとまり次第公表する予定として
おります。

A

Q2

コーポレート・ガバナンス充実の観点から平成24年6月より社外取締役を1名増
員されましたが、社外取締役はどのような役割を担っていますか？

コーポレート・ガバナンスを充実させることは上場企業における最も重要な施策のひと
つであると認識しております。そのうえで、当社では平成14年6月より公認会計士の資格
を有する景山 龍夫氏を社外取締役に選任しております。そして、本年6月より新たに弁護
士の資格を有する森田 尚男氏を招聘し、取締役6名のうち2名を社外取締役とする体制と
いたしました。

社外取締役につきましては、それぞれの知識・経験を当社経営に活かしていただくとと
もに、専門的見地から経営監視を行っていただくことで、透明性の高い意思決定の体制を
確保しております。

また、社外取締役2名ともに、一般株主の皆様との利益相反が生じるおそれのない独立
役員として、東京証券取引所及び名古屋証券取引所に対し届け出ております。

このような経営体制をとり、コーポレート・ガバナンスの充実を図ることは「企業価値
の向上」に繋がるものと確信しており、株主の皆様に安心して当社株式を保有していただ
けるものと考えております。

A

Q3
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東京社屋を建設されましたが、どのような展望がありますか？

平成24年9月13日に東京新社屋が完成いたしました。従来の社屋は老朽化が進むととも
に、社員及び車両の増加に伴いかなり手狭になっていました。メンテナンスサービスは機
材を積んだ車でお客様の施設に伺う仕事のため、車両を保管する駐車場は必要不可欠とい
えます。以前は社屋近隣に数十台の駐車場を借りていましたが、現在はその必要もなくな
り、増車も可能となりました。そのため、お客様に対するサービス体制を今まで以上に充
実させることができ、更なる事業拡大に向け取り組んでまいります。

※東京新社屋の詳細については7頁をご覧ください。

A

Q4

トップインタビュー Top Interview

株主の皆様への利益還元方針を教えてください。

当社では「連結配当性向30％を目
途に安定した配当の継続」を基本方
針としており、当社グループが安定
的な成長を遂げ、原資となる利益を
継続的に向上させていくことで、株
主及び投資家の皆様の期待に応えて
まいります。

なお、平成25年3月期の配当につ
きましては、中間配当として1株あ
たり16円を実施させていただきまし
た。期末配当におきましては、現在
のところ1株あたり16円を予定して
おります。

A

Q5

● 配当金推移

期末配当金

中間配当金

配当（円） 32.0 32.0 32.0

配当性向（％） 62.8 38.7 34.9

18.0

14.0

18.0

14.0

16.0

16.0

平成23年
3月期

平成24年
3月期

平成25年
 3月期（予想）

（円）
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● 第2四半期連結貸借対照表の概要

■ 営業活動によるキャッシュ・フローの増加（+222百万円）
法人税等の支払額が393百万円増加したことや、その他の流動負債の増加額が336百万円減少
したものの、売上債権の減少額が993百万円増加したこと等により増加しました。

■ 投資活動によるキャッシュ・フローの増加（+188百万円）
有形固定資産の取得による支出が142百万円減少したこと等により増加しました。

■ 財務活動によるキャッシュ・フローの増加（+136百万円）
短期借入金の純増減額が1,000百万円減少したものの、長期借入れによる収入が1,150百万
円増加したこと等により増加しました。

■ 資産の減少（△878百万円）
建物が1,366百万円増加し、受取手形・
完成工事未収入金等が2,092百万円減少
したこと等により減少しました。

■ 負債の減少（△812百万円）
長期借入金が842百万円増加し、支払手形・工
事未払金等が1,042百万円、短期借入金が602
百万円減少したこと等により減少しました。

前連結会計年度
（平成24年3月31日）

（百万円）

有形固定
資産
7,786
無形固定
資産
98

投資その他
の資産
1,750

株主資本
9,844
その他の包括
利益累計額
174
少数株主
持分
1,358

資産合計
23,720

流動資産
14,084

固定資産
9,636

負債純資産合計
23,720

流動負債
10,282

固定負債 2,060

純資産
11,377

当第2四半期連結会計期間
（平成24年9月30日）

（百万円）

有形固定
資産
8,303
無形固定
資産
107

投資その他
の資産
1,691

株主資本
9,819
その他の包括
利益累計額
153

新株予約権
8

少数株主
持分
1,330

資産合計
22,842

流動資産
12,739

固定資産
10,103

負債純資産合計
22,842

流動負債
8,687

固定負債 2,843

純資産
11,311
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● 第2四半期連結損益計算書の概要

● 第2四半期連結キャッシュ・フロー計算書の概要

■ 売上高の増加
　（+330百万円）
大型病院等の年間契約の新規
受注が寄与したことでメンテナ
ンスサービス売上高が増加しま
した。

■営業利益の減少
　（△174百万円）
売上総利益率が低下したこと
と、9月に竣工した東京新社屋
関連費用の計上等が重なり減少
しました。

売上高
15,887

営業利益
444

経常利益
497

四半期
純利益
234

営業外
収益
65

特別利益
1

特別損失
43

営業外
費用
14

売上高
16,218

営業利益
269

経常利益
320

税金等調整前
四半期純利益
279

四半期
純利益
130

売上原価　　　　　　　13,720
販売費及び一般管理費 　  2,228

前第2四半期連結累計期間
（平成23年4月1日から平成23年9月30日）

当第2四半期連結累計期間
（平成24年4月1日から平成24年9月30日）

法人税等　　150
少数株主損失　 1

（百万円）（百万円）

現金及び
現金同等物の
期首残高
2,863

営業活動
による
キャッシュ・
フロー
728

投資活動
による
キャッシュ・
フロー
△486

財務活動
による
キャッシュ・
フロー
181

現金及び
現金同等物の
四半期末残高
3,290

現金及び
現金同等物に
係る換算差額
2

当第2四半期連結累計期間
（平成24年4月1日から平成24年9月30日）

（百万円）
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Topicsトピックス
● 東京新社屋竣工

● Webサイトリニューアル

　日本空調サービスについての理解を深めていただく
ために、Web サイトを全面リニューアルいたしました。
IR 情報の充実や、ユーザビリティの向上を図ってお
ります。ぜひご訪問ください。

　平成24年9月13日（木）、当社の東京新社屋が竣工しました。
10 月 9 日（火）より営業を開始しております。

東京新社屋の特徴
○地上9階建（高さ37.99m）

の高いシンボル性及び視認性

○低層部の屋根のルーフガーデ
ン化や正面ファサードの壁面
緑化などにより、機能性だけ
でなく環境面にも配慮

○室内はフランジやパイプ、ダ
クト等のアイテムをデザイン
として随所に取り入れ、日本
空調らしい空間を演出

○機能性を優先し駐車場、倉庫、
作業場を1階に集約

http://www.nikku.co.jp

日本空調サービス 検 索
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● 平成24年4月1日から平成24年9月30日までのIR活動結果報告

（注）11 月以降の記載内容に関しては、本誌作成時点での予定となります。

3月

11月5日【長崎】
SMBC日興証券IRセミナー
11月8日【東京】
アナリスト向け第2四半期決算説明会
11月29日【大阪】
名証IRセミナー in大阪

1月31日
平成25年3月期 
第3四半期決算発表

10月31日
平成25年3月期 第2四半期決算発表

2月15・16日【東京】
東証IRフェスタ2013
2月26日【名古屋】
株式投資ウィンターセミナー
2月27日【大阪】
日本証券アナリスト協会IRセミナー

3月11日【東京】
日本証券アナリスト協会IRセミナー

＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞10月 11月 12月 1月 2月

● 平成24年10月1日から平成25年3月31日までのIR活動予定

● 株主の皆様との懇談会について
　当社は定時株主総会を毎年 6 月に名古屋で開催しており、終了後に
は株主の皆様と当社役員との懇談会を実施し、ざっくばらんな意見交換
の場を設けております。
　現在のところ、名古屋のみでの実施となっておりますが、来年度以降
はこのような機会を増やしていきたいと考えており、他の地域での懇談
会開催も視野に入れて検討に入りました。詳細が決定次第、改めてご案
内させていただく予定でおります。 第49期定時株主総会後の懇談会の模様

Investor RelationsIR関連の取り組み

個別説明会開催：3 回
IR イベント出展：3 回

約1,900名の
個人投資家に対応
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Stock Information株式情報  （平成24年9月30日現在）

株 主 名 持株数（千株）

日 本 空 調 サ ー ビ ス 従 業 員 持 株 会 889
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 410
株 式 会 社 愛 知 銀 行 334
大 橋 一 夫 298
林 　 弘 二 298
東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 282
岐 阜 信 用 金 庫 200
林 　 伸 健 152
加 藤 　 明 150
岡 地 　 修 145

（注）�当社は自己株式（1,326千株）を保有しておりますが、
上記大株主からは除外しております。

■ 個人・その他 6,182千株 （62.2％）
■ 金融機関 1,980千株 （19.9％）
■ その他の法人 　 358千株  　（3.6％）
■ 外国法人等 　　 50千株 　（0.5％）
■ 金融商品取引業者        47千株 　（0.5％）
■ 自己名義株式        1,326千株 （13.3％）

9,946,000株

平成24年3月末

（人）

3,953

平成24年9月末

3,985

平成23年3月末平成21年3月末 平成22年3月末

2,974 3,486 3,883

● 所有者別株式分布状況

● 株主数推移

● 株価の推移（平成21年10月～平成24年10月）
（円）（円） 日経平均株価当社株価

10月
平成21年
10月

平成22年
1月　 7月4月 10月7月4月 10月7月

平成23年
1月　 4月

平成24年
1月　

0

400

500

600

700

800

900

0

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

● 発行可能株式総数 36,000,000株
● 発 行 済 株 式 総 数 9,946,000株
● 株 主 数 3,985名
● 大 株 主 の 状 況

（自己・機構名義含む）
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Corporate Data会社情報  （平成24年9月30日現在）

● 商　　号	 日本空調サービス株式会社 
	 NIPPON  KUCHO  SERVICE  CO.,LTD.

● 本　　社	 〒465-0042 
	 愛知県名古屋市名東区照が丘239番2

● T E L	 052-773-2511（代表）
● 設　　立	 昭和39年4月28日
● 資 本 金	 1,139,575千円
● 従業員数	 895名

● 役　　員	

取 締 役
代 表 取 締 役 社 長 橋 　 本 　 東 海 男
取 締 役 友 利 浩 樹
取 締 役 杉 山 文 葊
取 締 役 相 談 役 松 原 　 武
取 締 役 景 　 山 　 龍 　 夫
取 締 役 森 田 尚 男

(注)1. 取締役  景山龍夫及び森田尚男は、社外取締役です。
2. �取締役  友利浩樹は、常務執行役員を兼務しております。また、

　取締役  杉山文葊は、執行役員を兼務しております。
3. �取締役  景山龍夫及び森田尚男は、東京証券取引所及び名古屋証

　券取引所に独立役員として届け出ております。

監 査 役
常 勤 監 査 役 荒 　 川 　 達 　 夫
常 勤 監 査 役 平 林 　 彰
監 査 役 川 島 一
監 査 役 竹 内 俊 行

(注)1. �監査役  川島 一及び竹内俊行は、社外監査役です。
2. �監査役  竹内俊行は、東京証券取引所及び名古屋証券取引所に独

　立役員として届け出ております。

執 行 役 員
常 務 執 行 役 員 友 利 浩 樹
常 務 執 行 役 員 小 　 田 　 克 　 美
執 行 役 員 杉 山 文 葊
執 行 役 員 森 部 　 誠

● 株主メモ
事 業 年 度 4月1日～翌年3月31日
期末配当金受領株主確定日 3月31日
中間配当金受領株主確定日 9月30日
定 時 株 主 総 会 毎年6月
株 主 名 簿 管 理 人

三菱UFJ信託銀行株式会社
特 別 口 座 管 理 機 関

同 連 絡 先
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号
TEL　0120⊖232⊖711（通話料無料）

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所、名古屋証券取引所

公 告 の 方 法 電子公告により行う　　　公告掲載URL　http://www.nikku.co.jp
 （ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを得ない事由が生じた時には、日本経済新聞に公告いたします。）

（ご注意）
1．�株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座
を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2．�特別口座に口座をお持ちの株主様の各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座管理機関（三菱UFJ信
託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

執 行 役 員
執 行 役 員 田 邊 律 文
執 行 役 員 元 澤 弘 幸
執 行 役 員 中 村 秀 一
執 行 役 員 中 司 　 等



日本空調グループ

（注）�株式会社横浜日空は、平成24年12月1日付でイーテック・ジャパン株式会社に吸収合併することが決定しております。
よって、同日より国内グループ会社数は10社となります。

日本空調サービス㈱

支店・営業所：50拠点

グループ会社

国内11社：31拠点
海外  2社：   4拠点

http://www.nikku.co.jp
日本空調サービスは地球温暖化防止国民運動、
チャレンジ25キャンペーンに参加しています。

北海道

青森

秋
田

岩
手

山
形

宮
城

福島

茨
城

千
葉

埼玉

東京

神奈川

山
梨

静岡愛知

岐
阜

石
川福

井

滋賀
京
都

三
重

奈
良

和歌山徳島愛媛

高知

大
阪

鳥取

岡山

香川

島根

蘇州・上海・
無錫・杭州

山
口

大
分

宮
崎

鹿児島
沖縄

熊
本

佐
賀長

崎

福
岡

広島

兵
庫

長
野

栃木群馬

新潟富山

既進出地域

未進出地域

㈱日本空調東北

蘇州日空山陽機電技術
有限公司
上海日空山陽国際貿易
有限公司

日本空調システム㈱
日空ビジネスサービス㈱《人材派遣》

日本空調サービス㈱

㈱日本空調北陸

㈱日本空調岐阜

西日本空調管理㈱

㈱日本空調三重

東日本空調管理㈱
イーテック・ジャパン㈱

㈱横浜日空
㈱日本空調東海

中華人民共和国
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